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イノベーション 創出に向けた 

応用。 実用化研究への 橋渡しに 
的 基礎研究から 
るケーススタディ 

0 吉山秀紀， 束 良大，中田 - 際，篠原譲司， 佐 々  正 ( 科学技術振興機構 ) 

  溶蟹 

平成 18 年 8 月に閣議決定された 第 3 期科学技術基本 

一ジゲ一 近傍に着目してケーススタディを 行 うこ 

ととした。 

計画は、 「科学の発展と 絶えざるイノベーションの 創 

出」を調っており、 これまでにも 増してイノベーショ 

ンを加速し拡張していくことを 求めている。 同年 6 月 

には。 総合科学技術会議が 同計画の具体的推進 策 とし 

て「イノベーション 創出総合戦略」をまとめた " 

このような状況の 中、 目的基礎研究の 大型研究ファ 

ンディンバシステムを 有する科学技術振興機構 鮫 ST) 

も 、 知から創造された 新しい科学技術の 萌芽を育み、 

更に応用。 実用 ィ巴 研究に橋渡ししていく 責務がより - 

層 強く求められている。 そのためにも、 これまで行わ 

れてきた目的基礎研究のプロセスをつぶさに 検証し、 

効率的に応用。 実用化研究につない - でいく体系を 構築 

していくことが 肝要であ る。 

そこで、 イノベーション 創出につながる 事例を JST 

の 研究プロバラムの 中から抽出し、 これらのケースス 

タディを行 う ことにより、 イノベーション 創出に向け 

た目的基礎研究から 応用。 実用化研究への 橋渡しの際 

の要因を検討ずることとした。 ケーススタディという 

手法を用いることで、 具体的に考察が 進む、 より実際 

的なイノベーション 創出までのモデルを 再 提案できる 

可能性があ るという利点が 考えられる。 

図 a の様に 、 本 ケーススタディでは、 イノベーショ 

ン創出までに 知の創造 / 目的基礎研究 / 応用。 実用化 

研究 ノ 製品開発。 市場投入。 普及の 4 ステージがあ る 

とし、 それぞれの界面をステージゲート E , u, 皿と 

呼ぶことにした。 JST は主に目的基礎研究に 対しての 

研究 プ アンディン グ を行っていることから、 特に スデ 
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図 1 本ケーススタディにおける 研究 

ケーススタディを 行うことにより。 現行の研究シス 

テムにおける 目的基礎研究のプロセスの 類型化を図っ 

た。 更に、 目的基礎研究から 応用。 実用化研究に 橋渡 

しを行う際の 阻害要因と成功要因を 具体的に洗い 出し。 

これらを体系的に 整理し考察した。 

抽出した事例は 、 特にイノベーションを 創出した研 

究 あ るいはイノベーション 創出に近い段階にあ る研究 

であ る「ナノ。 材料分野からは 金属ガラスや 透明 半導 

体、 フォトニックポリマ 一等の革新的材料及び 医療に 

おけるイノベーションが 有望 祝 されるマイク コ 化学チ 

ップに関する 研究、 ライフザイエンス 分野からは再生 

医療や創薬等の 医療イノベーションが 期待される研究、 

清朝通信分野からは 光 科学と次世代デバイスにおける 

イノベーションのシーズとなる 研究、 環境分野からは 

循環型社会の 実現につながる 研究及び環境低負荷型の 

有機合成プロセスに 関する研究を 選んだ。 これら 17 事 

例について、 イノベーション 創出のための 阻害要因。 

成功要因を事例毎に 検証した。 
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絶壁イノベーション % 
創出型イノベーション 米 

図 2  本ケ @ ススタデ 刊 _ おける研究開発プロセスの 類型化 

  ケースス 、 ン一 ムレスな研究開発プロセス i 直鎖型 ) のうち、 

噴出型は圧倒的に 強い基礎が研究にあ り。 それがステ 

8.  金一 % ゑ こ % 鰯兜開翻プ肇セ 認 一ジゲ一 突破につながった 事例で、 ナノ。 材料系 

阻害要因や成功要因を 分析する上で、 本 ケーススタ を中心に最も 多く認められた。 還流型は。 ステージ ゲ 

ヂィ で取り上げた 研究のプロセスを 類型化しておくこ の手前で再び 還流し、 基礎を再演 4% することで 

とが有効であ ると考え、 本 ケーススタディにおける 各 噴出型になる、 あ るいは他の突破口を 見い出すという 

研究プロセスを 図 牙の様に類型化した。 タイプであ る。 派生型は、 本来のプロジェクト 研究 か 

ここでは。 シームレスな 研究開発プロセス ( 直鎖型 ) ら 派生したイノベーションのシーズが 先にステージ ゲ 

と パラレルな研究開発プロセス ( 連鎖型 ) に大別じた。 を 突破した事例であ る。 パラレル な 研究開発 プ 

前者はいわばリニア 理 研究開発で説明されるプロセス ロセス ね 連鎖型 ] であ る協奏型は、 マイクロ化学チッ 

であ り、 後者は非リニア 理研究開発、 すなわちクライ プ等の新産業創出型の 研究に多く認められたが、 目的 

ンモデルで説明されるプロセスに 相当する。 それぞれ 基礎研究と応用。 実用化研究を 同時並行に推進し、 両 

の プロセスは既存市場あ るいは既存産業の 有無で有効 者のフィードバックノフィードフオワード 機構を有効 

な 場面が分けられ、 クリスデンセンの「 イ / ベーショ に機能させることによって、 ステージゲート 怒を突破 

ンの ジレンマ」の 用語を借りれば、 シームレスな 研究 していった事例であ る。 

開発プロセスは 産業高度型イノベーション。 パラ       

な 研究開発プロセスは 新産業創出型イノベーションに 

それぞれ有効であ るのではないかと 考える " 
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各事例で抽出されたステージゲート 

因は。 表 1 のように連携。 ファンデインバ。 研究マネ 

ジメント。 目的基礎研究段階の 成果実証。 市場の壁に 

鵬、 薫 

大別された。 畝 ' 
麓 " 学の入 材 効かの 

一方、 ステージゲート 突破のための 成功要因は表 

のように、 連携 " ファン ヂ イング。 研究マネジメン 

ト。 目的基礎研究段階の 成果実証に大別 c@ れた。 

った 

要因 

シ " セ ，レスなフアンディ " ヴ システム 
こ 参入補色 。 キラ 七ノバ レ な フアンディ、 ノヴ システム 

還流型研究開発 プ日 セス チ " ム ) ま 

ファン ，ラツンバ 

石散 システふ間 穏ガ 

派生型研究開発プロセス 

    
催 
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。 結露 

一目的基礎研究と 応用。 実紐柵 究の連携推進の 重要性 

これらの要因分析の 結果、 研究推進システムの 視点 

からは、 「目的基礎研究と 応用。 実用 ィヒ 研究が早期段階 

で連携できない コ ことが最も重要であ り、 更にそのた 

めの「評価。 判定機能，人材展開機能，支援機能が 充 

分でない」ことも 重要であ ると考えた。 

第 3 期科学技術基本計画において、 イノベーション 

を生み出すシステムの 一環として「 府 省を越えて優れ 

た研究成果を 実用化につなぐ 仕組みの構築」が 挙げら 

れている。 更に「イノベーションの 創出へ発展する 可 

能性があ る研究について、 制度や機関を 越えて切れ目 

なく研究開発を 発展させ、 実用化につないでいく 仕組 

みの構築に努める」と 述べられている。 その意味でも、 

戦略的創造研究推進事業に 代表される目的基礎研究ス 

テージの事業を 推進する JS すのようなファンディン グ 

エージェンシー と 主に応用。 実用化研究スデージで 事 

業を推進する N 翻 DO のようなフアンディンバエージ 

ェンシーとが 連携してイノベーションの 創出を目指す 

ことが、 我が国の国際競争力を 強化するためにも 有効 

であ ると考えられる。 

目的基礎研究と 応用。 実用化研究がイノベーション 

を創出するために 早期に連携。 推進できない 要因とし 

ては、 「 産 と学の本質的な 溝 」と「連携の 制度的な不備」 

が挙げられる。 「連携における 産と学の本質的な 溝 」と 

は、 ぇ ) 学の研究レベルが 高度化。 複雑化してきた 間 

題， Ⅵ大学発の要素技術と 産業界の求めるシステム 

技術とのギヤ ップ ， という産側にとっての 問題と血 ) 

試作の機会が 得られないために、 産が求める完成度 ( 再 

現性，経済性，信頼性等 ) を示せない、 という学側に 

とっての問題に 依ると考えられる。 従って、 イノ ベ一 

ション創出を 誘発するために 目的基礎研究と 応用。 実 

用化研究の連携。 推進を促進するためには、 これら い 

～ 田 ) の 問題を解決する 方策を講じる 必要があ る。 

連携，推進を 有効に機能するためには、 ファンディ 

ン グ の仕組みに加えて、 研究推進システムを 最大限に 

機能させるための 研究の進捗状況の 注視，評価。 判定 

機能や人材展開機能，支援機能も 重要であ り、 これら 

の機能強 4% と フアンデインバ 機能強化は両輪として 進 

められるべきであ る。 樹こ 、 これらの評価。 判定機能， 

人材展開機能，支援機能はステージ ゲ一 

/ ベーショ 、 ノ 創出を促進するためにも 重要な役割を 果 

たすものと考えられ、 従って 、 

効に機能させるための 整備が必要であ る。 

翻 翻 

本ケーススタディに 当たっては、 事例調査の対象に 選ばせ 

て頂いた研究者の 皆様を始め、 多くの方々にインタビュ - や 

資料提供等のご 協力を賜わりました。 謹んで感謝の 意を表し 

ます。 
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